
 
 
 
 
 

令和 3 年 2 月  
 
会員各位  

 
衛生検査所業公正取引協議会  

 
 

消費税転嫁カルテルの終了について 
 
消費税転嫁対策特別措置法が、3 月 31 日をもって廃止されます（別添参

照）。  
衛生検査所業界では日衛協が、同法に基づき、独占禁止法適用除外の「消

費税転嫁カルテル」について公正取引委員会へ届出を行っており、業界全

体で取引先医療機関に対して足並みをそろえて消費税転嫁のお願いを行っ

ても独占禁止法が適用されないことになっていました。しかしながら、特

別措置法廃止後は、消費税転嫁カルテルは消滅しますので、今後はそれぞ

れの検査会社が個々に判断して転嫁のお願いをすることになります。  
これに伴い、令和 2 年 5 月発行の「公正競争規約 Q&A 集（補追版）掲

載の Q27 の回答を以下のとおり修正させていただきます。   
 
 
Q27 消費増税につての対応  

   消費税増税について、医療機関は消費税を徴収出来ないが、検査料

金について増税分は値引きしてくれるのか。当社の取り分ではないた

め出来ないと返答しているが、Q&A に返答例を入れていただきたい。 

 Ａ 医療費は消費税が非課税になっていますので、消費税分として患

者及び保険機関からの支払いはありませんが、消費税増税分は診療

報酬や薬価等に上乗せする形で調整されています。したがって、医

療機関が検査センター等の取引先に対して消費税増税分を支払っ

たとしても、その分は医療機関の持ち出しということにはなりませ

ん。検査センターは、仕入先に消費税を支払っていますので、医療

機関から消費税分をいただけなければその分検査センターの持ち

出しになってしまいます。  
なお、消費税は、最終的には消費者が負担するものであることか

ら、取引段階ごとに順次転嫁していくとの考えになっています。  
 
（次の部分が削除になります）  
そのため、衛生検査所業界では、消費税転嫁対策特別措置法に基

づき、公正取引委員会に対して、独占禁止法の適用除外になってい

る「消費税転嫁カルテル」の届出を行っており、業界全体で足並み

をそろえて消費税転嫁をお願いしています。  



 


